長野県伝統的工芸品産業新規就業者定着促進事業助成金（コロナ特別対応型）

募　集　要　項

１　趣旨

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が大幅に減少した伝統的工芸品産業の技術伝承と雇用の維持を図るため、新規就業者（令和２年４月１日において、伝統的工芸品の製造に初めて従事してから10年を経過せず、受入事業者の代表者の３親等以内の親族でない者）を育成する製造業者が研修を実施する場合に助成金を交付します。
２　対象者
次の（１）、（２）の両方の要件を満たしていること
（１）受入事業者

伝統的工芸品の製造に携わせるために新規就業者を育成する製造業者（新規就業者の雇用主に限る。）で、次の要件を全て満たす事業者。
 ア　新型コロナウイルス感染症の影響により、ひと月の売上（直近３か月の平均）が前年同期間比で50％以上減少していること。
　  イ　県税に係る徴収金を滞納していないこと。
ウ　不法行為、不正行為、公序良俗に反する行為、その他社会的信用を損なわせるような行
為がないこと。
エ　本支給申請の対象となる研修が国、県、市町村及びその外郭団体が実施する類似の補助制度の給付対象となっていないこと。
※　製造業者　経済産業大臣又は長野県知事指定伝統的工芸品の製造業を営んでおり、かつ
組合等の構成員である法人及び個人
（２）新規就業者

令和２年４月１日において、伝統的工芸品産業に初めて従事してから10年を経過しない者で、次の要件を全て満たす者。
ア　就業日数が月に概ね20日以上であること。
イ　雇用保険の一般被保険者であること。
ウ　受入事業者の代表者の３親等以内の親族でないこと。
エ　県税に係る徴収金を滞納していないこと。
オ　不法行為、不正行為、公序良俗に反する行為、その他社会的信用を損なわせるような
行為がないこと。
カ　本支給申請の対象となる研修が国、県、市町村及びその外郭団体が実施する類似の補助制度の給付対象となっていないこと。
３　対象期間
令和３年３月31日（水）まで（最長６か月間）
新規就業者の育成に取り組む期間を対象とします。
４　助成上限額
　　新規就業者１人の場合　　　 60万円（月額10万円）
　　新規就業者２人以上の場合　120万円（月額20万円）
５　助成金の交付
　　新規就業者の育成期間が終了する前に助成金の支払を受けようとするときは、交付決定額の50％の範囲内で概算払を請求することができます。
交付決定額から概算払を差し引いた支払残額は、新規就業者の育成期間が終了し、実績を確認した後に交付します。
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６　応募方法等
受入事業者が申請者となります。
以下の書類を下記提出先に持参するか、郵送で提出してください。
　　〔共通〕
・交付申請書（様式第１号）
・育成計画書（様式第１号別紙１）
・新規従業者の履歴書（様式の指定はありません。最終卒業学校以降の履歴を記載してください。）
・労働者名簿（労働基準法第107条の規定による）の写し
・直近３か月の賃金台帳（労働基準法第108条の規定による）の写し又は収入が分かる書面の写し
・新規就業者の雇用保険資格取得等確認通知書の写し
・直近３か月分（申請日の属する月の前月から３か月分（注１））の売上台帳の写し
　（注１）令和２年９月１日に申請する場合は、令和２年６月、７月、８月の売上台帳
・昨年同期間の３か月分（注２）の売上台帳の写し
　（注２）注１の場合、令和元年６月、７月、８月の売上台帳）
・受入事業者と新規就業者について未納の県税徴収金がない旨の証明（各県税事務所が発行の証明書）
　
《募集開始》令和２年７月８日（水）
　《提出先》　〒380-8570　長野県長野市大字南長野字幅下692-2
　　　　　　　　　　　　　長野県産業労働部　産業技術課　食品・伝統産業係
交付までの流れ
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